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■Abstract
In companies listed on the first section of Tokyo Stock Exchange, there are４２
companies that adopt the corporate governance system known as “company-with-
committees system”. In this article, I investigate the backgrounds of “outside di-
rectors” in these４２companies. As a result, it turns out that what may be called
“semi-insiders” such as those coming from the parent company constitute outside
directors in a number of companies. It does not mean that the existence of such
semi-insiders show any problem. However, it is necessary especially for listed
companies to be prudent about the adoption of these semi-insiders. Because semi-
insiders are not “independent” of the company, they might make a move only for
the benefit of themselves（ex. the parent company）, not for the companys’ other
stakeholders（ex. minority shareholders）. Finally I insist that outside directors
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（図表２）会社との関係
a b c d e f g h
１ 旭テック株式会社 ４ ０ ０ ５ ０ ０ ４ ６
２ イオン株式会社 ０ ０ ０ ５ １ ０ ０ ５
３ いちよし証券株式会社 ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０
４ 栄研化学株式会社 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ３
５ エステー株式会社 ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ４
６ エーザイ株式会社 ０ ０ ０ ２ １ ０ ０ ７
７ オリックス株式会社 ０ ０ ０ ５ ２ ０ ０ ６
８ カブドットコム証券株式会社 ３ ０ ２ ４ ３ ０ ２ ５
９ 黒田電気株式会社 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０
１０ コニカミノルタホールディング株式会社 ０ ０ ０ ２ ０ ０ ０ ４
１１ 株式会社十八銀行 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ２
１２ 昭栄株式会社 ０ ０ ０ ２ ２ ０ ０ ３
１３ 新神戸電機株式会社 ２ ０ ０ ０ ３ ０ ２ ３
１４ スミダコーポレーション株式会社 ０ ０ ０ ３ ４ ０ ０ ８
１５ ソニー株式会社 ０ ０ ０ １３ ６ ０ ０ １３
１６ 株式会社大京 ０ １ １ ３ １ ０ ０ ４
１７ 株式会社大和証券グループ本社 ０ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ５
１８ 田崎真珠株式会社 １ ０ ０ ３ １ ０ ０ ６
１９ 株式会社東芝 ０ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ３
２０ 日本板硝子株式会社 ０ ０ ０ ３ １ ０ ０ ４
２１ 日本オラクル株式会社 ４ ０ ４ １ ０ ０ ０ ６
２２ 日本精工株式会社 ０ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ４
２３ 野村ホールディングス株式会社 ０ ０ ０ ８ ３ ０ ０ ８
２４ 株式会社パルコ ０ ０ ３ １ ５ ０ ０ ８
２５ 日立化成工業株式会社 ２ ０ ２ ３ ３ １ ２ ４
２６ 日立金属株式会社 ２ ０ １ ２ １ ０ ２ ４
２７ 日立キャピタル株式会社 ２ ０ ２ ２ ２ ０ ２ ３
２８ 日立建機株式会社 ２ ０ ０ ０ ２ ０ ２ ３
２９ 株式会社日立国際電気 ２ ０ １ ２ １ ０ ２ ３
３０ 株式会社日立製作所 ０ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ４
３１ 日立電線株式会社 ２ ０ ２ ２ ２ １ ２ ３
３２ 株式会社日立ハイテクノロジーズ ２ ２ ０ １ ２ ０ ２ ３
３３ 株式会社日立物流 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ３
３４ 株式会社日立メディコ ２ ０ ２ ２ ２ ０ ３ ３
３５ フィデアホールディングス株式会社 ０ ０ ０ ３ １ ０ ０ ５
３６ 株式会社福井銀行 ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ３
３７ 株式会社フジシールインターナショナル ０ ０ ０ ２ ３ ０ ０ ３
３８ HOYA 株式会社 ０ ０ ０ ３ １ ０ ０ ５



























































４０ みらかホールディング株式会社 ０ ０ ０ ２ ２ ０ ０ ５
４１ 株式会社 MonotaRo １ ０ ０ ２ ２ ０ １ ０
４２ 株式会社りそなホールディングス ０ ０ ０ ５ １ ０ ０ ６
合計 ３３ ３ ２０ １１４ ６０ ３ ２８ １８２
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・f．における「特定関係事業者」とは会社法施行規
則第２条第３項第１８号に規定する特定関係事業者
をいう。
・g．における「報酬等」とは，報酬，賞与その他の
職務執行の対価として株式会社から受ける財産上の
利益をいう。
・h．における「責任限定契約」とは，社外取締役の
責任に関して，定款の定めに基づき，会社と社外取
締役とが契約を締結することで一定の責任限度額を
あらかじめ定めることをいう（会社法第４２７条第１
項の契約をいう）。
６）カーティス氏は，「・・委員会制度はアメリカ式コー
ポレート・ガバナンスだけでなく日本式グループの構
造の強化にも利用可能なのです。これは我々には驚き
でした。しかし，委員会制度の可変性が社外取締役の
緩やかな定義に由来することは明らかです。日立グ
ループおよび野村グループによる委員会等設置会社の
採用は，新法が概して意図しない結果をもたらしうる
ことを示しています」としている。また委員会設置会
社の評価として「・・日本による選択制による委員会
等設置会社制度の採用はコーポレートガバナンスの
「形式の導入」であって「機能の導入」ではないよい
例だということです。・・・日本の今後について見ま
すと，私は新しい委員会制度が商法の定める緩やかな
「社外取締役」の定義および会社行為に関する実質的
審理の伝統を欠くことと相まって，コーポレートガバ
ナンスの問題を引き起こすことを多少懸念していま
す」と述べ，社外取締役概念への懸念を表明している。
カーティス・ミルハウプト（２００５）「制度改革として
の選択―日本のコーポレート・ガバナンスの改革をめ
ぐって」，神田秀樹編『コーポレートガバナンスにお
ける商法の役割』所収，中央経済社，pp．４８―５１。
７）森本滋（２００３）「委員会等設置会社制度の理念と機能
（中）―監査委員会と監査役制度の比較を中心として
―」『旬刊商事法務』No．１６６７，P．２３
８）前掲注６）pp．１９６参照。「山田剛志氏に対する質疑応
答」に対する山田氏の回答部分。
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